
 1. 重要な会計方針
（１）固定資産の減価償却の方法
　　　有形固定資産　定額法
　　　無形固定資産　定額法
　　　リース資産
　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（２）引当金の計上基準
　　　賞与引当金
　　　　　職員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　　退職給付引当金
　　　　　職員の退職給付に備えるため、当期末における期末要支給額から中小企業退職金共済制度からの
　　　　交付金相当額を控除した額を計上している。
　　　
 (３）消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

 2. 法人で採用する退職給付制度
　法人の退職金規定に基づいて退職給付を行っている。なお、そのうち対象となる正職員について、独立行政
法人勤労者退職金共済機構の実施する中小企業退職金共済制度に加入している。

 3. 法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は、以下のとおりになっている。
（１）法人全体の計算書類（第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）
（２）事業区分別内訳表（第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）

   当法人では、社会福祉事業のみの為作成していない。
（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
（４）収益事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
　　　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。
（５）各拠点区分におけるサービス区分の内容
　　　ア　きらら藤枝拠点（社会福祉事業）
　　　　「法人本部」
　　　　「特別養護老人ホームきらら藤枝」
　　　　「きらら藤枝ショートステイ」
　　　　「きらら藤枝デイサービスセンター」
　　　　「きらら藤枝ケアプランセンター」
　　　イ　きらら富士拠点（社会福祉事業）
　　　　「グループホームきらら富士」
　　　　「きらら富士デイサービスセンター」
　　　　「きらら富士ヘルパーセンター」
　　　　「きらら富士ケアプランセンター」
　　　ウ　きらら浜松拠点（社会福祉事業）
　　　　「グループホームきらら浜松」
　　　　「きらら浜松デイサービスセンター」
　　　　「きらら浜松ヘルパーセンター」
　　　　「きらら浜松ケアプランセンター」
　　　　「きらら浜松ショートステイ」
　　　　「きらら浜松機能訓練デイサービスセンター」

 4. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

合計 1,239,548,871 1,720,000

0
57,714,671
57,714,671 1,183,554,200

0
1,720,000

213,468,582
1,026,080,289

計算書類に対する注記(法人全体用)

基本財産の種類
土地
建物

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
213,468,582
970,085,618



 5. 会計基準第3章第4(4)及び(6)の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　該当なし

 6. 担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地（基本財産） 円
建物（基本財産） 円

計 円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金(1年以内返済予定額を含む） 円
計 円

 7. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 8. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　　計上なし

 9. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　　該当なし

10. 関連当事者との取引の内容
　　該当なし

11. リース取引関係
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引
　　　リース資産の内容

（有形リース資産）
ガスヒートポンプエアコン一式
厨房設備機器一式
見守り支援システム（眠りスキャン）一式

（無形リース資産）
勤怠管理システム一式
介護保険システム一式

12. 重要な偶発債務
　　該当なし

13. 重要な後発事象
　　該当なし

14. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
　 るために必要な事項

　　該当なし

1,096,761
86,928,498

166,086,854
861,726,890

969,189
28,447,494

86,691,366
1,056,776,984

16,374,086 36,949,738

車輌運搬具
器具及び備品

小計
合計

82,012,454
2,065,950

115,375,992

252,778,220
1,918,503,874

構築物
その他の固定資産

有形リース資産 53,323,824

695,640,036
695,640,036

61,687,509

970,085,618
970,085,618

20,324,945

1,665,725,654
1,665,725,654

基本財産
建物

小計

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

77,233,872
270,467,141
347,701,013

295,860,000
295,860,000



 1. 重要な会計方針
（１）固定資産の減価償却の方法
　　　有形固定資産　定額法
　　　無形固定資産　定額法
　　　リース資産
　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　　
（２）引当金の計上基準
　　　賞与引当金
　　　　　職員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　　退職給付引当金
　　　　　職員の退職給付に備えるため、当期末における期末要支給額から中小企業退職金共済制度からの
　　　　交付金相当額を控除した額を計上している。
　　　
 (３）消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

 2. 拠点で採用する退職給付制度
　法人の退職金規定に基づいて退職給付を行っている。なお、そのうち対象となる正職員について、独立行政
法人勤労者退職金共済機構の実施する中小企業退職金共済制度に加入している。

 3. 拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）きらら藤枝拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）
（２）拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙3(⑪)）
　　　ア　法人本部
　　　イ　特別養護老人ホームきらら藤枝
　　　ウ　きらら藤枝ショートステイ
　　　エ　きらら藤枝デイサービスセンター
　　　オ　きらら藤枝ケアプランセンター
（３）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(⑩)）は省略している。

 4. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 5. 会計基準第3章第4(4)及び(6)の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　該当なし

 6. 担保に供している資産
　　該当なし

 7. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

合計 1,210,153,843 595,765,996 614,387,847

有形リース資産 47,382,960 12,991,094 34,391,866
小計 160,421,547 108,811,703 51,609,844

車輌運搬具 306,000 70,125 235,875
器具及び備品 54,877,587 50,073,647 4,803,940

その他の固定資産
構築物 57,855,000 45,676,837 12,178,163

建物 1,049,732,296 486,954,293 562,778,003
小計 1,049,732,296 486,954,293 562,778,003

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
基本財産

合計 733,097,794 486,000 34,571,081 699,012,713
建物 596,863,084 486,000 34,571,081 562,778,003
土地 136,234,710 0 0 136,234,710

計算書類に対する注記（きらら藤枝拠点区分用）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高



 8. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　　計上なし　

 9. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　　該当なし

10. リース取引関係
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引
　　　リース資産の内容

（有形リース資産）
ガスヒートポンプエアコン一式
見守り支援システム（眠りスキャン）一式

（無形リース資産）
勤怠管理システム一式
介護保険システム一式

11. 重要な後発事象
　　該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
　　るために必要な事項

　　該当なし



 1. 重要な会計方針
（１）固定資産の減価償却の方法
　　　有形固定資産　定額法
　　　無形固定資産　定額法
　　　リース資産
　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
　　
（２）引当金の計上基準
　　　賞与引当金
　　　　　職員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　　退職給付引当金
          職員の退職給付に備えるため、当期末における期末要支給額から中小企業退職金共済制度からの
　　　　交付金相当額を控除した額を計上している。
　　　
 (３）消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

 2. 採用する退職給付制度
　法人の退職金規定に基づいて退職給付を行っている。なお、そのうち対象となる正職員について、独立行政
法人勤労者退職金共済機構の実施する中小企業退職金共済制度に加入している。

 3. 拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）きらら富士拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）
（２）拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙3(⑪)）
　　　ア　グループホームきらら富士
　　　イ　きらら富士デイサービスセンター
　　　ウ　きらら富士ヘルパーセンター
　　　エ　きらら富士ケアプランセンター
（３）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(⑩)）は省略している。

 4. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 5. 会計基準第3章第4(4)及び(6)の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　該当なし

 6. 担保に供している資産
　　該当なし

 7. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

合計 126,136,857 71,297,388 54,839,469

器具及び備品 10,488,347 8,329,925 2,158,422
小計 19,745,914 16,388,421 3,357,493

その他の固定資産
構築物 9,257,567 8,058,496 1,199,071

建物 106,390,943 54,908,967 51,481,976
小計 106,390,943 54,908,967 51,481,976

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
基本財産

合計 53,572,842 1,234,000 3,324,866 51,481,976
建物 53,572,842 1,234,000 3,324,866 51,481,976
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

計算書類に対する注記（きらら富士拠点区分用）



 8. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
    計上なし

 9. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　　該当なし

10. リース取引関係
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引
　　　リース資産の内容

（無形リース資産）
勤怠管理システム一式

11. 重要な後発事象
　　該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
　　るために必要な事項

　　該当なし



 1. 重要な会計方針
（１）固定資産の減価償却の方法
　　　有形固定資産　定額法
　　　無形固定資産　定額法
　　　リース資産
　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
　　
（２）引当金の計上基準
　　　賞与引当金
　　　　　職員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　　退職給付引当金
　　　　　職員の退職給付に備えるため、当期末における期末要支給額から中小企業退職金共済制度からの
　　　　交付金相当額を控除した額を計上している。

 (３）消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

 2. 拠点で採用する退職給付制度
　法人の退職金規定に基づいて退職給付を行っている。なお、そのうち対象となる正職員について、独立行政
法人勤労者退職金共済機構の実施する中小企業退職金共済制度に加入している。

 3. 拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）きらら浜松拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）
（２）拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙3(⑪)）
　　　ア　グループホームきらら浜松
　　　イ　きらら浜松デイサービスセンター
　　　ウ　きらら浜松ヘルパーセンター
　　　エ　きらら浜松ケアプランセンター
　　　オ　きらら浜松ショートステイ
　　　カ　きらら浜松機能訓練デイサービスセンター

（３）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(⑩)）は省略している。

 4. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 5. 会計基準第3章第4(4)及び(6)の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　該当なし

 6. 担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地（基本財産） 円
建物（基本財産） 円

計 円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金(1年以内返済予定額を含む） 円
計 円

77,233,872
270,467,141
347,701,013

295,860,000
295,860,000

合計 452,878,235 0 19,818,724 433,059,511
建物 375,644,363 0 19,818,724 355,825,639
土地 77,233,872 0 0 77,233,872
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

計算書類に対する注記（きらら浜松拠点区分用）



 7. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 8. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
    計上なし

 9. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　　該当なし

10. リース取引関係
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引
　　　リース資産の内容

（有形リース資産）
厨房設備機器一式

（無形リース資産）
勤怠管理システム一式

11. 重要な後発事象
　　該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
　　るために必要な事項

　　該当なし

合計 582,213,174 194,663,506 387,549,668

有形リース資産 5,940,864 3,382,992 2,557,872
小計 72,610,759 40,886,730 31,724,029

車輌運搬具 1,759,950 1,026,636 733,314
器具及び備品 50,010,058 28,524,926 21,485,132

その他の固定資産
構築物 14,899,887 7,952,176 6,947,711

建物 509,602,415 153,776,776 355,825,639
小計 509,602,415 153,776,776 355,825,639

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
基本財産


